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平成 １６年 ３月期   個別財務諸表の概要        平成１６年 ４月２７日 
 
上 場 会 社 名        沖ウィンテック株式会社                  上場取引所    東 
コ ー ド 番 号         1767                                        本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.okiwintech.co.jp） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 加藤 義明 
問合せ先責任者 役職名 経理部長     氏名 渡苅 邦夫    ＴＥＬ(03)3740－2111 
決算取締役会開催日 平成 16 年 4 月 27 日         中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日 平成 16 年 6 月 29 日         単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                            （記載金額は百万円未満切捨） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

    31,626  △1.2 
    32,001   2.1 

    1,424   17.8 
    1,209   82.3 

     1,514   11.9 
     1,354   78.4 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

   356  △44.4 
   641   322.8 

32.44 
58.35 
    － 
    － 

3.1 
5.9 

5.8 
4.9 

4.8 
4.2 

(注) ①期中平均株式数 16 年 3 月期 11,000,000 株    15 年 3 月期 11,000,000 株 
    ②会計処理の方法の変更    無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

8.00 
8.00 

4.00 
4.00 

4.00 
4.00 

88 
88 

24.7 
13.7 

0.8 
0.8 

(注) 16 年 3 月期期末配当金の内訳 記念配当 －円 銭  特別配当 －円 銭  
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

24,870 
27,570 

11,624 
11,201 

46.7 
40.6 

1,056.77 
1,018.31 

(注) ①期末発行済株式数   16 年 3 月期 11,000,000 株 15 年 3 月期 11,000,000 株 
     ②期末自己株式数     16 年 3 月期    －  株 15 年 3 月期    －  株 
 
２．17 年 3 月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

10,200 
32,500 

 

40 
1,420 
 

20 
790 
 

4.00 
   ― 

   ― 
4.00 

   ― 
8.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  65 円 29 銭 
なお、１株当たり予想当期純利益（通期）は、平成16 年５月20 日付の株式分割（１：1.1）後の株式
数に基づき算出しております。 
 

(注) 上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性を含
んでいます。実際の業績は、様々な要因により、これら業績予想は大きく異なる結果となり得ることを
ご承知おき下さい。 
なお、上記予想に関する事項は、添付資料７ページをご参照下さい。 
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 添 付 資 料  

 個 別 財 務 諸 表 等  

１．貸借対照表 

  （単位：百万円） 
当事業年度 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） 
前事業年度 

（平成 15 年 3 月 31 日現在） 
増 減 

年度別 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

      
（ 資 産 の 部 ）   

％ 

  

％ 

 
Ⅰ 流 動 資 産        
現 金 預 金  １，６６５   １，６７１   

受 取 手 形  ８４８   １，３４５   

完 成 工 事 未 収 入 金  １１，０３６   １１，７４７   

有 価 証 券  ２，８０１   １，４００   

未 成 工 事 支 出 金  １，０５５   ２，１３６   

材 料 貯 蔵 品  ２７１   ８９   

前 払 費 用  ３７   ３５   

繰 延 税 金 資 産  ２７３   ３１３   

未 収 入 金  ３０２   ―   

そ の 他 流 動 資 産  ２９   １２６   

貸 倒 引 当 金  △   ３７   △   ２３   

流 動 資 産 合 計  １８，２８３ ７３．５  １８，８４４ ６８．４ △   ５６１ 

Ⅱ 固 定 資 産        

１ 有 形 固 定 資 産        

建 物 １，２９４   ２，０２８    

減 価 償 却 累 計 額 △  ７１８ ５７６  △１，０６３ ９６５   

構 築 物 ３７   ５２    

減 価 償 却 累 計 額 △   ３０ ６  △   ３６ １５   

機 械 装 置 ４   ４    

減 価 償 却 累 計 額 △    ４ ０  △    ４ ０   

車 両 運 搬 具 １   ０    

減 価 償 却 累 計 額 △    ０ ０  △    ０ ０   

工 具 器 具 ・ 備 品 ３４３   ３４７    

減 価 償 却 累 計 額 △  ２７８ ６４  △  ２６１ ８５   

土 地  ２，１７７   ３，５８１   

有 形 固 定 資 産 計  ２，８２５ １１．４  ４，６４８ １６．８ △ １，８２３ 

２ 無 形 固 定 資 産        

ソ フ ト ウ ェ ア  ７４   ５９   

施 設 利 用 権  ２４   ２４   

無 形 固 定 資 産 計  ９９ ０．４  ８３ ０．３ １５ 

３ 投資その他の資産        

投 資 有 価 証 券  １，１４９   ９４７   

関 係 会 社 株 式  ３１２   ３１２   

出 資 金  ２３   ２４   

従 業 員 長 期 貸 付 金  ２２７   ２５６   

長 期 滞 留 債 権  １２３   ３３   

長 期 前 払 費 用  ６   ８   

繰 延 税 金 資 産  １，１６２   １，５０５   

保 証 金  ２７３   ―   

保 険 積 立 金  ２９６   ３００   

会 員 権  ２９４   ３６０   

そ の 他 投 資 等  ２   ３６７   

貸 倒 引 当 金  △  ２０９   △  １２４   

投 資 そ の 他 の 資 産 計  ３，６６３ １４．７  ３，９９２ １４．５ △   ３２９ 

固 定 資 産 合 計  ６，５８７ ２６．５  ８，７２５ ３１．６ △ ２，１３７ 

資 産 合 計  ２４，８７０ １００．０  ２７，５７０ １００．０ △ ２，６９９ 
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        （単位：百万円） 
当事業年度 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） 
前事業年度 

（平成 15 年 3 月 31 日現在） 
増 減 

年度別 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

      
（ 負 債 の 部 ）   

％ 

  

％ 

 

Ⅰ 流 動 負 債        

支 払 手 形  ７７０   １，３５４   

工 事 未 払 金  ７，４３５   ８，０９８   

一年内返済予定長期借入金  ０   ０   

未 払 金  ９５   ６６   

未 払 費 用  ８２５   ８１８   

未 払 法 人 税 等  ４０   ５３８   

未 払 消 費 税 等  ３５４   ３０１   

未 成 工 事 受 入 金  ５６６   １，３６３   

預 り 金  ３６   ６１   

前 受 収 益  ０   ０   

完 成 工 事 補 償 引 当 金  ４   ３   

流 動 負 債 合 計  １０，１３０ ４０．８  １２，６０７ ４５．７ △ ２，４７７ 

Ⅱ 固 定 負 債        

長 期 借 入 金  ２   ４   

退 職 給 付 引 当 金  ２，９４４   ３，６０８   

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  １４８   １２６   

長 期 預 り 保 証 金  ２１   ２１   

固 定 負 債 合 計  ３，１１６ １２．５  ３，７６１ １３．７ △   ６４４ 

負 債 合 計  １３，２４６ ５３．３  １６，３６８ ５９．４ △ ３，１２２ 

        

（ 資 本 の 部 ）        

Ⅰ 資 本 金  ２，００１ ８．０  ２，００１ ７．３ ― 

Ⅱ 資 本 剰 余 金        

１資 本 準 備 金 １，６００   １，６００    

資 本 剰 余 金 合 計  １，６００ ６．４  １，６００ ５．８ ― 

Ⅲ 利 益 剰 余 金        

１利 益 準 備 金 １７８   １７８    

２任 意 積 立 金        

    特 別 償 却 準 備 金 ２８   ３４    

 別 途 積 立 金 ６，０５０   ６，０５０    

３当 期 未 処 分 利 益 １，６１７   １，３４３    

利 益 剰 余 金 合 計  ７，８７５ ３１．７  ７，６０６ ２７．５ ２６８ 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  １４６ ０．６  △    ７ △ ０．０ １５４ 

資 本 合 計  １１，６２４ ４６．７  １１，２０１ ４０．６ ４２３ 

負 債 資 本 合 計  ２４，８７０ １００．０  ２７，５７０ １００．０ △ ２，６９９ 
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２．損益計算書 
  （単位：百万円） 

当事業年度 
自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 3 月 31 日 

前事業年度 
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 

増  減 
年度別 
 
 

科 目 金   額 百分比 金   額 百分比 金  額 増減比 
   ％   ％  ％ 

Ⅰ 完 成 工 事 高  ３１，６２６ １００．０  ３２，００１ １００．０ △   ３７４ △ １．２ 

Ⅱ 完 成 工 事 原 価  ２６，５２５ ８３．９  ２７，１１５ ８４．７ △   ５９０ △ ２．２ 

完成工事総利益  ５，１００ １６．１  ４，８８５ １５．３ ２１５   ４．４ 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ３，６７６ １１．６  ３，６７６ １１．５ △     ０ △ ０．０ 

営 業 利 益  １，４２４ ４．５  １，２０９ ３．８ ２１５  １７．８ 

Ⅳ 営 業 外 収 益         

受 取 利 息 １１   １３     

有 価 証 券 利 息 ４   ５     

受 取 配 当 金 ２４   ２２     

地 代 家 賃 収 入 ３３   ３４     

貸倒引当金戻入 ―   ３５     

雑 収 入 ２０ ９３ ０．３ ３８ １４９ ０．５ △    ５５ △３７．２ 

Ⅴ 営 業 外 費 用         

支 払 利 息 ０   ０     

雑 支 出 ３ ３ ０．０ ３ ４ ０．０ △     ０ △１３．８ 

経 常 利 益  １，５１４ ４．８  １，３５４ ４．２ １６０  １１．９ 

Ⅵ 特 別 利 益         

固定資産売却益 ０   ―     

投資有価証券売却益 ０   ２     

厚生年金基金代行返上益 ８１２ ８１２ ２．６ ― ２ ０．０ ８１０ ― 

Ⅶ 特 別 損 失         

固定資産売却損 １，３２１   ―     

固定資産除却損 ９   ３     

ゴルフ会員権売却損 ０   ―     

投資有価証券評価損 ２８   ３０     

ゴルフ会員権償還損 ５   ―     

ゴルフ会員権評価損 ―   ２     

貸倒引当金繰入額 １０１   ６     

土地信託償還損 ７６   ―     

賞与に係る社会保険料 ４９ １，５９３ ５．０ ― ４２ ０．１ １，５５０ ― 

税 引 前 当 期 純 利 益  ７３３ ２．３  １，３１３ ４．１ △   ５７９ △４４．１ 

法人税、住民税及び事業税 ９９   ７１３     

法人税等調整額 ２７７ ３７７ １．２ △     ４２ ６７１ ２．１ △   ２９４ △４３．９ 

当 期 純 利 益  ３５６ １．１  ６４１ ２．０ △   ２８４ △４４．４ 

前 期 繰 越 利 益  １，３０４   ７４５    

中 間 配 当 額  ４４   ４４             

当 期 未 処 分 利 益  １，６１７   １，３４３  ２７４  
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３．利益処分案 

  （単位：百万円） 
当事業年度 

自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 3 月 31 日 

前事業年度 
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 

増  減 
年度別 

 
 
科 目 金   額 金   額 金  額 
    
 当 期 未 処 分 利 益 １，６１７ １，３４３ ２７４ 
     
 任 意 積 立 金 取 崩 額    

    
特別償却準備金取崩額 ５ ５ ― 

    
    

計 １，６２３ １，３４９ ２７４ 
    
これを次のとおり 
     処分いたします 

   

    
 株 主 配 当 金 ４４ ４４ ― 
 （ 普 通 配 当 ） （１株につき４円） （１株につき４円）  
     
 特 別 償 却 準 備 金 ― ０ △   ０ 
     
 別 途 積 立 金 ４５０ ― ４５０ 
    
 次 期 繰 越 利 益 １，１２９ １，３０４ △ １７５ 
    

 

（注）中間配当を次のとおり実施しております。 
年度別 

 
項 目 

当事業年度 
自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 3 月 31 日 

前事業年度 
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 

   
 実 施 日 平成 15 年 12 月 5 日 平成 14 年 12 月 6 日 
   
 中 間 配 当 額 ４４百万円 ４４百万円 
 （ 普 通 配 当 ） （１株につき４円） （１株につき４円） 
   

 

重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1)未成工事支出金  個別法による原価法 

(2)材料貯蔵品  総平均法による原価法 
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３．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産  定率法（ただし、平成 10 年度の税制改正以降取得した

建物（建物附属設備を除く）については定額法）によっ

ております。 

(2)無形固定資産  定額法によっております。 

  なお、自社利用ソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(3)長期前払費用  均等償却によっております。 

４．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(2)完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業

年度末に至る１年間の完成工事高に対する将来の見積補

償額に基づいて計上しております。 

  従来、当事業年度末に至る１年間の完成工事高に対応

する引当対象額に法定繰入率を乗じて計上する方法によ

っていましたが、当事業年度より上記の方法によってお

ります。 

(3)退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

  過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（14 年）による定額法によ

り費用処理しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

 （追加情報） 

  当社が加入しております沖電気工業厚生年金基金は、

確定給付企業年金法の施行に基づき、厚生年金基金の代

行部分について平成 16 年２月１日付で厚生労働大臣か

ら将来分支給義務免除の認可を受けました。 

  当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」

（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13 号）第

47－２項に定める経過措置を適用し、当該将来分返上認

可の日において代行部分に係る退職給付債務と年金資産

を消滅したものとみなして会計処理しております。 

  本処理に伴う当事業年度における損益に与えている影

響額は、特別利益として 812 百万円計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

５．完成工事高の計上基準 

工事完成基準によっておりますが、長期大型（工期が 24 ヵ月を超え、請負金額が 2 億円超）

の工事については、工事進行基準によっております。 

なお、工事進行基準によった完成工事高は、1,501 百万円であります。 

 



（沖ウィンテック／個別） 
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６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
表示方法の変更 

 
（貸借対照表関係） 

流動資産の「未収入金」は、前事業年度において流動資産の「その他流動資産」に含めて表

示しておりましたが、当事業年度において資産総額の 100 分の１を超えたため区分掲記いたし

ました。なお、前事業年度の「未収入金」は 14 百万円であります。 

 

投資その他の資産の「保証金」は、前事業年度において投資その他の資産の「その他投資等」

に含めて表示しておりましたが、当事業年度において資産総額の 100 分の 1 を超えたため区分

掲記いたしました。なお、前事業年度の「保証金」は 272 百万円であります。 

  
注 記 事 項 
 

（貸借対照表関係） 当事業年度 前事業年度 

１．関係会社に対する金額 

完成工事未収入金 3,296 百万円 3,728 百万円 

支払手形及び工事未払金 ― 2,348 百万円 

工事未払金 1,952 百万円 ― 

 

（損益計算書関係） 当事業年度 前事業年度 

１．関係会社との取引にかかる金額 

完成工事高 6,563 百万円 6,482 百万円 

受取配当金 16 百万円 16 百万円 

その他営業外収益 13 百万円 21 百万円 

固定資産売却損 1,321 百万円 ― 

２．一般管理費に含まれる研究開発費 75 百万円 85 百万円 

 

（リース取引関係） 

当社は、証券取引法第 27 条の 30 の 6 の規定に基づき電子開示手続き（EDINET 登録）を行っ

ておりますので記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度（平成 16 年 3 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

 

 役 員 の 異 動  

 

未定であります。 
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